※応募書類作成にあたっては、別添「公募申請書類の作成要領」を参照の上、作成してください。
※応募書類作成にあたっては、別添「公募申請書類の作成要領」を参照の上、作成してください。

（様式１）
	受付番号
	


株式会社 野村総合研究所　御中
平成２７年度「途上国における適応対策への我が国企業の貢献可視化に向けた実現可能性調査事業」
公募申請書
	事業プロジェクト名
	

	（コンソーシアム形式の場合）
コンソーシアム名
	

	団体の代表者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	
	代表者印（または署名）
	

	
	所　在　地
	〒


	総括事業代表者
（プロジェクトリーダー）
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役　　　職
	

	
	所　在　地
	〒


	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式２）
平成２７年度「途上国における適応対策への我が国企業の貢献可視化に向けた実現可能性調査事業」
公募提案書
Ａ．適応課題に関する認識
Ａ－１．貴社の経営戦略における適応ビジネスの位置づけについて
	（途上国における適応対策へ貢献するビジネス（以下、「適応ビジネス」とする）が貴社の経営戦略上、どのように位置づけられているのかについて、可能な限り既存の全社的資料等を引用しつつ御説明ください。なお、コンソーシアム形式の場合は、代表団体における位置づけを御説明ください。本項目では、全社の経営戦略上の適応ビジネス全般の位置づけに絞って記載いただき、今回提案する個別の適応ビジネスについては、Ａ－３、もしくはＢ－１に記載ください。）


Ａ－２．対象国の適応課題の現状と対象とする適応課題の選定について
	（提案する適応ビジネス（以下、「本公募事業」とする）の対象国において、気候変動が社会にどのような影響を与えているのか、気候変動によって生じている、もしくは生じる可能性が高いとされている社会課題（以下、「適応課題」とする）とは何かを御説明ください。また、あわせて本公募事業の対象とする適応課題が何かを選定してください。）



Ａ－３．選定された適応課題解決への貢献
	（本公募事業が、上記Ａ－２で選定された適応課題の解決にどう貢献するのかを御説明ください。この際、本公募事業が、NAPA（国別適応計画：National adaptation programmes of action）等現地政府が有する国家計画に示されたニーズに即しているかどうかに関しても御説明ください。なお、本公募事業の事業性については、Ｂ－１で記載することとし、本項目では適応課題の解決に絞って御説明ください。）




Ｂ．事業性
Ｂ－１．本公募事業のビジネスモデルと事業化までのスケジュール、事業化後の事業計画
Ｂ－１－１．本公募事業のビジネスモデル
	（本公募事業のビジネスモデルについて図を用いながら御説明ください。価格競争性を確保するための戦略については必ず御説明ください。また、対象国におけるパートナー候補等も含めて御説明ください。なお、本公募事業の適応課題解決の側面については、Ａ－３で記載することとし、本項目では事業性に絞って御説明ください。）


Ｂ－１－２．事業化までのスケジュールと事業化後の事業計画
	（本公募事業期間によらず、事業化（当該地域での正式なサービス提供の開始）までのスケジュール・事業内容・成果、事業化後5年間の事業計画・収支計画等を御説明ください。）


Ｂ－２．本公募事業の内容（平成28年2月（最長）までに実施する事項の詳細）
Ｂ－２－１．本公募事業における取り組み内容
	（本公募事業期間における具体的な取り組み内容等をご説明ください。前述の「Ａ－１．貴社の経営戦略における適応ビジネスの位置づけ」や「Ｂ－１．事業化までの計画」で記載した事業の全体像のうち、本年度はどのような調査事業を実施するのかを具体的に御説明ください。）



Ｂ－２－２．本公募事業実施スケジュール
	（本公募事業期間における調査事業の実施スケジュール等を御説明ください。いつ、誰が、何をやるのかが分かるようにご記入ください。また、スケジュールを記入する際に、一目でわかるように、フロー図を時系列で作成してください。）



Ｂ－３．本公募事業の成果のイメージ
	（本公募事業期間における調査事業について、現時点でどのような成果のイメージを有しているのか、明確に記述してください。営業リストの作成、製品の改善、生産体制の確立、現地政府との関係構築等、成果の具体的な内容を御説明ください。）



Ｃ．実施体制
Ｃ－１．事業の全体像の実施体制
	＜表＞実施体制（単独団体の場合）
関係事業者（例）
実施内容・役割
応募団体
（Ａ社）
協力団体
（Ｂ団体）
協力団体
・・・
＜表＞実施体制（コンソーシアム形式の場合）
関係事業者（例）
実施内容・役割
コンソーシアム
代表団体
（Ａ社）
再委託先
（Ｂ団体）
再委託先
（Ｃ社）
再委託先
（Ｄ社）
協力団体
・・・・
協力団体
　・・・・
【体制図】
（上記関係事業者の相互関係が分かるように記入してください）
【特記事項】



Ｃ－２．本公募事業を円滑に遂行する上での強み
	（これまでの関連事業の実績やノウハウ、人的ネットワーク等を御説明ください。記載していただいた強みが、どのような場面で役に立つのか、どのように役に立つのか、可能な範囲で、具体的に御説明ください。）



Ｄ．本公募事業に期待される効果
Ｄ－１．事業の波及効果
	（本公募事業が対象国の社会や経済に与える影響を御説明ください。その際、気候変動によって生じる社会課題の解決において期待される効果に関して、必ず御説明ください。



Ｄ－２．現地政府との連携可能性と連携によって見込まれる波及効果
	（本公募事業を通じて、どのように現地政府との連携可能性を模索するのかを御説明ください。また、連携を実現するための工夫を記載ください。さらに、連携を実現することにより、「Ｄ－１．事業の波及効果」で記載した波及効果がどのように高まることを想定しているのかについてご説明ください。）



Ｄ－３．事業評価手法
	（本公募事業において検討する事業評価手法について御説明ください。その際、現地政府の策定している関連指標との関係を必ず御説明ください。）



Ｄ－４．事業の他国への展開可能性
	（本公募事業について、将来的な他国への横展開の可能性・戦略等、対象国以外の途上国全体の適応対策にどのように活用していくのかについて記入してください。）



Ｅ．これまでに公的機関から受けた支援の概要
	（今回提案される事業や関連事業に関して、これまで経済産業省／外務省／ＪＩＣＡ等の日本政府機関、もしくは国際機関等の公的組織による支援を受けたことがある場合は、その概要と支援機関を御説明ください。）


Ｆ．特記事項
	（その他、本公募事業の実施にあたり特筆すべき事項があれば記入してください。）



（様式４）
団体・企業の概要（１）
	

	団体・企業名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http://

	本社住所
	〒

	設 立 年 月
	西暦　　　　年　　月
	資本金
	円

	従 業 員 数
	人
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　    名

	役職名
	担当部門


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）
	貴社との関係

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　（様式４）
団体・企業の概要（２）
	　　　　　　期
項目
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末（見込み）
/　期

	従業員数（人）
	
	
	

	売上高
（当期収入合計：円）
	
	
	

	経常利益
（当期収入合計－当期支出合計：円）
	
	
	

	当期利益（円）
	
	
	

	減価償却費（円）
	
	
	

	繰越利益
（時期繰越収益差額：円）
	
	
	

	研究開発費（円）
	
	
	


※「繰越利益」に関して、財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。
（様式５）　　
コンソーシアム概要
	名　　　称
	

	代表者氏名
	 

	設立趣旨
	

	設立年月
	西暦 　　　年　　　月
	参加団体・企業
・地方公共団体数
	

	参加団体等の名称
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	事業構築・実施に係るコンソーシアム外連携・協力団体等の名称
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（様式６）
リーダー・サブリーダー経歴書
	総括事業代表者
（プロジェクトリーダー）
	氏名
	
	年齢
	歳

	①所属・役職名
　　

	②連絡先
	e-mail
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	③職歴・経歴


	④プロジェクトリーダーが行っている現在の業務と本プロジェクトへの専従度合い
（おおよその費やす時間割合）



	副総括事業代表者
（サブリーダー）
	氏名
	
	年齢
	歳

	①所属・役職名
　　

	②連絡先
	e-mail
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	③職歴・経歴


	④プロジェクトサブリーダーが行っている現在の業務と本プロジェクトへの専従度合い
（おおよその費やす時間割合）



（様式７）
事務管理責任者経歴書
	事務管理責任者
	氏名
	
	年齢
	歳

	①所属・役職名
　　

	②連絡先
	e-mail
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	③職歴・経歴


	④事務管理責任者が行っている現在の業務と本プロジェクトへの専従度合い
（おおよその費やす時間割合）



（様式８）
参加団体等の概要（１）
※参加団体等が団体の場合には、以下の表に該当する内容をご記入ください
	団体・企業名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http://

	本社住所
	〒

	設 立 年 月
	西暦　　　　年　　月
	資本金
	円

	従 業 員 数
	人
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　    名

	役職名
	担当部門


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）
	貴社との関係

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	
	

	
	


（様式８）
参加団体等の概要（２）
※参加団体等が団体の場合には、以下の表に該当する内容をご記入ください。
	　　　　　　期
項目
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末（見込み）
/　期

	従業員数（人）
	
	
	

	売上高
（当期収入合計：円）
	
	
	

	経常利益
（当期収入合計－当期支出合計：円）
	
	
	

	当期利益（円）
	
	
	

	減価償却費（円）
	
	
	

	繰越利益
（時期繰越収益差額：円）
	
	
	

	研究開発費（円）
	
	
	


※「繰越利益」に関して、財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。
（様式８）
参加団体等の概要（３）
※参加団体等が個人の場合には、以下の表に該当する内容をご記入ください。
	参加者
	氏名
	
	年齢
	歳

	①所属・役職名
　　

	②連絡先
	e-mail
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	③職歴・経歴


	④その他特記事項
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